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further increased by means of providing a con
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air hole and protruding fi"om the inner wall sur
face of the cooling air hole (5).

(57) 要約： 冷却空気孔の内部に配置さ
れると共に冷却空気孔 （5 ) の内壁面
から突出して設けられる凸部 （6 ) を
備えることにより、ガスタービンェン
ジン等が備えるタービン翼の冷却効率
をさらに高める。
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明 細 書

発 明の名称 ：ター ビン翼

技術分野

[0001 ] 本発 明は、 ター ビン翼 に関す る。

本願 は、 2 0 1 1 年 1 2 月 1 5 日に 日本 国 に出願 された特願 2 0 - 2

7 4 3 3 6 号 に基 づ き優先権 を主張 し、 その内容 を ここに援 用す る。

背景技術

[0002] ガスター ビンエ ンジ ン等 が備 えるター ビン翼 は、燃焼器 によ って生成 され

た燃焼 ガスに晒 されて高温 とな る。 このため、 ター ビン翼 の耐熱性 を向上 さ

せ るため に、特許文献 1 ~ 4 に示 す よ うな、様 々な対策 が施 されている。例

えば、特許文献 3 には、冷却空気孔 か ら噴 き出された冷却空気 を突起部 によ

つて分流 す るター ビン翼 が開示 されている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特 許文献 1 ：曰本 国特許第 3 9 9 7 9 8 6 号 公報

特許文献 2 ：曰本 国特許第 4 7 5 2 8 4 号 公報

特許文献 3 ：曰本 国特 開平 1 0 — 8 9 0 0 5 号 公報

特許文献4 ：曰本 国特 開平 6 — 0 9 3 8 0 2 号 公報

発 明の概 要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[0004] しか しなが ら、特許文献 3 においては、 突起部 の上方 が開放 されてお り、

突起部 に乗 り上 げた冷却空気 は、 その上方 を流れ る主流 ガス （燃焼 ガス） に

よ って吹 き飛 ばされて しまう。 つ ま り、冷却空気の一部 が翼体 の外壁面 に沿

うことな く吹 き飛 ばされて しまう。 このため、 十分 に冷却効率 を向上 させ る

ことがで きない。

[0005] 近年 においてはガスター ビンエ ンジ ン等 の さ らな る出力の向上 が求め られ

てお り、 これ によ つて燃焼器 で生成 され る燃焼 ガスの温度 が、以前 にも増 し



て高温 化 され る傾 向 にあ る。

この ため、 ガス ター ビンエ ンジ ン等 が備 え る ター ビン翼 には、 冷 却効 率 の

さ らな る向上 が求 め られ て い る。

[0006] 本 発 明 は、 上 述 す る問題 点 に鑑 み て な され た もの で、 ガス ター ビンェ ンジ

ン等 が備 え る ター ビン翼 の冷 却効 率 を さ らに高 め る こ とを 目的 とす る。

課題 を解決するための手段

[0007] 本 発 明 は、 以 下 の構 成 を採 用 す る。

[0008] 本 発 明 の第 1 の態様 は、 中空 とされ た翼 体 の 内壁 面 か ら外 壁 面 に貫 通 す る

冷 却 空 気孔 を備 え る タ一 ビン翼 で あ つて、 上 記 冷 却 空 気孔 の 内部 に配 置 され

る と共 に上 記 冷 却 空 気孔 の 内壁 面 か ら突 出 して設 け られ る凸部 を備 え る。

[0009] 本 発 明 の第 2 の態様 は、 上 記 第 1 の態様 にお いて、 上 記 凸部 が、 上 記翼 体

の上 記 外 壁 面 を流 れ る主流 ガスの流 れ方 向 の下流側 に位 置 す る上 記 冷 却 空 気

孔 の 内壁 面 に設 け られ て い る。

[001 0] 本 発 明 の第 3 の態様 は、 上 記 第 1 また は第 2 の態様 にお いて、 上 記 冷 却 空

気孔 が上 記翼 体 の 内壁 面側 に設 け られ る直管 部 と上 記翼 体 の外 壁 面側 に設 け

られ る拡 径 部 とを有 し、 上 記 直管 部 また は上 記 直管 部 と上 記拡 径 部 との接 続

部 位 に上 記 凸部 が設 け られ て い る。

[001 1] 本 発 明 の第 4 の態様 は、 上 記 第 1 また は第 2 の態様 にお いて、 上 記 冷 却 空

気孔 が上 記翼 体 の 内壁 面側 に設 け られ る直管 部 と上 記翼 体 の外 壁 面側 に設 け

られ る拡 径 部 とを有 し、 上 記 直管 部 の上 記翼 体 の 内壁 面側 の端 部 か ら上 記翼

体 の外 壁 面側 の端 部 まで連続 して上 記 凸部 が設 け られ て い る。

発明の効果

[001 2] 本 発 明 にお いて は、 凸部 が冷 却 空 気孔 の 内部 に設 け られ て い るため、 凸部

に乗 り上 げた冷 却 空 気 は、 主流 ガス等 の他 の流 れ に影 響 され る こ とが な い。

この ため、 冷 却 空 気 の一部 が主流 ガス に よ って 吹 き飛 ば され る こ とな く、 冷

却 空 気孔 か ら噴 き出 され る冷 却 空 気 の多 くを フ イル ム 冷 却 に寄 与 させ る こ と

が で きる。 さ らに、 冷 却 空 気 が 凸部 に乗 り上 げ る こ とに よ って、 流 れ な が ら

広 が るため、 よ り広範 囲 に冷 却 空 気 を噴 き出す こ とが可 能 とな る。



このように本発明によれば、翼体の外壁面の冷却 に寄与する冷却空気を減

少させることな く、広い範囲に冷却空気を噴 き出す ことがで き、 ター ビン翼

の冷却効率 を高めることが可能 となる。

図面の簡単な説明

[00 13 ] [ 図 1 ] 本発明の第 1 実施形態 におけるタ一 ビン翼の概略構成 を示す斜視図であ

る。

[ 図 2A] 本発明の第 1 実施形態 におけるター ビン翼が備 えるフ イル ム冷却部の

概略図の縦断面図である。

[ 図 2B] 本発明の第 1 実施形態 におけるター ビン翼が備 えるフ イル ム冷却部の

概略図の凸部 を含む平面図である。

[ 図 2C] 本発明の第 1 実施形態 におけるター ビン翼が備 えるフ イル ム冷却部の

概略図の翼体の内壁面側か ら見た正面図である。

[ 図 3 ] 本発明の第 1 実施形態 におけるター ビン翼が備 えるフイルム冷却部 をモ

デル と したシ ミ ュ レー シ ョンによって得 られた絶対速度の分布 を示す模式図

である。

[ 図4] 図 3 における断面 A 〜断面 」における絶対速度及び流れ方向を示す模式

図である。

[ 図5] 図 3 における凸部の近傍 における絶対速度及び流れ方向を示す模式図で

ある。

[ 図 6A] 本発明の第 2 実施形態 におけるタ一ビン翼が備 えるフィル 厶冷却部の

概略図の縦断面図である。

[ 図 6B] 本発明の第 2 実施形態 におけるタ一ビン翼が備 えるフィル 厶冷却部の

概略図の凸部 を含む平面図である。

[ 図 6C] 本発明の第 2 実施形態 におけるタ一ビン翼が備 えるフィル 厶冷却部の

概略図の翼体の内壁面側か ら見た正面図である。

発明を実施するための形態

[00 14 ] 以下、図面 を参照 して、本発明に係 るタ一 ビン翼の一実施形態 について説

明する。なお、以下の図面 において、各部材 を認識可能な大 きさとするため



に、各部材 の縮尺 を適宜変更 している。

[001 5] (第 1 実施形態）

図 1 は、本実施形態 の ター ビン翼 1 の概 略構成 を示 す斜視 図であ る。本実

施形態 の タ一 ビン翼 1 は、 タ一 ビン静翼 であ り、翼体 2 と、翼体 2 を挟 み込

むバ ン ド部 3 と、 フ イル ム 冷却部 4 とを備 えている。

[001 6] 翼 体 2 は、不 図示 の燃焼器 の下流側 に配置 されてお り、燃焼器 によ って生

成 された燃焼 ガス G (図 2 A 参 照）の流路 に配置 されている。 この翼体 2 は

、前縁 2 a と、後縁 2 b と、 正圧面 2 c と、負圧面 2 d とを有 す る翼形状 と

されている。翼体 2 は、 中空 とされてお り、 内部 に冷却空気 を導 入す るため

の内部空 間 を有 している。翼体 2 の内部空 間 には、不 図示 の冷却空気流路 が

接続 されてお り、例 えば燃焼器 の上流側 に設置 され る圧縮機 か ら抽気 された

空気が冷却空気 と して導 入 され る。バ ン ド部 3 は、翼体 2 を翼体 2 の高 さ方

向か ら挟 み込 んで設 け られ お り、燃焼 ガス G の流路壁 の一部 と して機 能 す る

。 これ らのバ ン ド部 3 は、翼体 2 のチ ップ側 とノヽプ側 に一体化 されている。

[001 7] 図 2 A は、 フ イル ム冷却部 4 の概 略図の縦 断面 図であ る。 図 2 B は、 フ ィ

ル 厶 冷却部 4 の概 略図の後述 の凸部 6 を含 む平面 図であ る。 図 2 C は、 フ ィ

ル 厶冷却部 4 の概 略図の翼体 2 の内壁面 2 e 側 か ら見た正面 図であ る。 これ

らの図 に示 す よ うに、 フ イル ム 冷却部 4 は、冷却空気孔 5 と、 凸部 6 とを備

えている。

[001 8] 冷 却空気孔 5 は、翼体 2 の内壁面 2 e か ら外壁面 2 f に貫通 す る貫通孔 で

あ り、 内壁面 2 e 側 の直管部 5 a と、外壁面 2 f 側 の拡径部 5 b とか ら構成

されている。 直管部 5 a は、 直線状 に延び る部位 であ り、 図 2 A に示 す断面

が長孔形状 とされている。 また、 直管部 5 a は、 内壁面 2 e 側 の端部 よ り外

壁面 2 f 側 の端部 が翼体 2 の外壁面 2 f に沿 って流れ る主流 ガス G の下流側

に配置 され るよ うに傾斜 されている。拡径部 5 b は、外壁面 2 f に向か うに

連れて流路 断面 が大 き くな る部位 であ る。 なお、拡径部 5 b は、 内壁面 2 e

側 か ら外壁面 2 f 側 に向か うに連れて、 図 2 A 、 図 2 B ， 図 2 C に示 す側壁

面 5 c が翼体 2 の高 さ方 向 に広 が る形状 とされている。



このような冷却空気孔 5 は、翼体 2 の内部空間か ら供給 される冷却空気 Y

を外壁面 2 f に向けて案内すると共 に、拡径部 5 b において冷却空気 Y を翼

体 2 の高さ方向に分散 させて広 げてか ら外壁面 2 f に沿 って噴 き出す。

[001 9] 凸部 6 は、冷却空気孔 5 の内部 に配置 されると共 に冷却空気孔 5 の内壁面

か ら突出 して設 け られている。 この凸部 6 は、図 2 A 、図 2 B ，図 2 C に示

すように、翼体 2 の内壁面 2 e 側 が三角形状の衝突面 6 a とされた三角錐形

状 とされている。 また、凸部 6 は、冷却空気孔 5 の内壁面の うち、燃焼 ガス

G (主流 ガス）の流れ方向の下流側 に位置する部位 に設 け られている。 さ ら

に凸部 6 は、直管部 5 a と拡径部 5 b との接続部位 に設 け られている。

[0020] なお、図 1 に示すように、本実施形態のター ビン翼 1 においては、上述の

ように構成 されたフィル厶冷却部 4 が多数設 け られている。 このようなフィ

ル厶冷却部 4 か ら嘖出された冷却空気 Y が翼体 2 の外壁面 2 f に沿 って流れ

、 これによつて翼体 2 の外壁面 2 f が フイルム冷却 される。

[0021 ] このような構成 を有する本実施形態のタ一 ビン翼 1 によれば、翼体 2 の内

部か ら冷却空気がフィル厶冷却部 4 の冷却空気孔 5 に流れ込む。冷却空気孔

5 に流れ込んだ冷却空気 Y は、流路面積が変化 しない直管部 5 a で真 つ直 ぐ

と案内され、流路面積が連続的に広がる拡径部 5 b で翼体 2 の高さ方向に広

が りなが ら流れる。 よって、本実施形態のター ビン翼 1 が備 える冷却空気孔

5 によれば、直管部のみか らなる冷却空気孔 と比較 して、翼体 2 の高さ方向

において、 よ り広範囲に冷却空気 Y を噴 き出す ことがで き、翼体 2 の外壁面

f をよ り広範囲に冷却することがで きる。

[0022] また、本実施形態のター ビン翼 1 においては、凸部 6 が冷却空気孔 5 の内

部 に設 け られている。 このため、凸部 6 に乗 り上 げた冷却空気 Y は、燃焼 ガ

スG の流れに影響 されることがない。 このため、冷却空気 Y の一部が燃焼 ガ

スG によって吹 き飛ばされることな く、冷却空気孔 5 か ら噴 き出される冷却

空気 Y の多 くをフイルム冷却 に寄与 させることがで きる。 さ らに、冷却空気

Y が凸部 6 に乗 り上 げることによって、流れなが ら広がるため、 よ り広範囲

に冷却空気 Y を噴 き出す ことが可能 となる。



このように本実施形態のタ一ビン翼 1 によれば、翼体 2 の外壁面 2 f の冷

却に寄与する冷却空気Y を減少させることなく、広い範囲に冷却空気Y を嘖

き出すことができ、タービン翼 1 の冷却効率を高めることが可能となる。

[0023] また、本実施形態のタービン翼 1 において凸部 6 は、冷却空気孔 5 の内壁

面のうち、翼体 2 の外壁面 2 f を流れる燃焼ガスGの流れ方向の下流側に配

置されている。これによつて、冷却空気Y を翼体 2 の高さ方向に広げて嘖き

出すことが可能となる。

[0024] また、本実施形態のタ一ビン翼 1 においては、直管部 5 a と拡径部 5 b と

の接続部位に凸部 6 が設けられている。拡径部 5 b は直管部 5 a よりも空間

的に広いため、凸部 6 が直管部 5 a と拡径部 5 b との接続部位に設けられる

ことによって、凸部 6 に乗り上げることによって広がろうとする冷却空気Y

が広がるための空間を確保することができる。 したがって、冷却空気Y の広

がりが阻害されず、より広範囲に冷却空気Y を噴き出すことができる。

[0025] 図 3 〜図 5 は、本実施形態のタービン翼 1 のフイルム冷却部 4 における流

れをシミュ レ一ション した結果を模式的に示す図である。図 3 はフイルム冷

却部 4 における冷却空気Y の絶対速度の分布を示 し、図4 は図 3 における断

面A 〜断面 」における冷却空気Y の絶対速度及び局所的な流れ方向を示 し、

図 5 は凸部 6 の近傍における絶対速度及び局所的な流れ方向を示 している。

なお、図 3 及び図 5 に示すように、冷却空気Y は、直管部 5 a 側から拡径部

5 b に向かって流れている。また、図4 及び図 5 においては、冷却空気孔 5

内部における冷却空気Y の局所的な流れ方向を太い矢印にて示 している。

[0026] これらの図 （特に図4 の E ~ J ) に示すように、本実施形態のタービン翼

1 においては、凸部 6 に乗り上げた冷却空気Y が、燃焼ガスGの影響を受け

ることなく翼体 2 の高さ方向に広がっていることが確認できる。

また、図 5 に示すように、凸部 6 の下流側には二次渦が形成されているこ

とが分かる。

このような二次渦が形成されることによつて冷却空気孔 5 の内部の圧力損

失が高まり、冷却空気Y の流速を低下させることができる。この結果、冷却



空気 Y がより広範囲に広が りやす くなる。

[0027] (第 2 実施形態）

次に、本発明の第 2 実施形態について説明する。なお、本実施形態の説明

において、上記第 1 実施形態 と同様の部分については、その説明を省略ある

いは簡略化する。

[0028] 図 6 Α は、本実施形態のタ一 ビン翼が備えるフ イル ム冷却部 4 A の概略図

の縦断面図である。図 6 B は、本実施形態のタ一 ビン翼が備えるフ イル ム冷

却部 4 A の概略図の後述の凸部 7 を含む平面図である。図 6 C は、本実施形

態のタ一 ビン翼が備えるフイルム冷却部 4 A の概略図の翼体 2 の内壁面 2 e

側か ら見た正面図である。 これ らの図に示すように、本実施形態のフイルム

冷却部 4 A は、上記実施形態の凸部 6 に換えて、翼体 2 の内壁面 2 e と外壁

面 2 f とを結ぶ方向に長い凸部 7 を備えている。

[0029] この凸部 7 は、冷却空気孔 5 の内部 に配置されると共に冷却空気孔 5 の内

壁面か ら突出 して設けられている。 また、凸部 7 は、図 6 A 、図 6 B ，図 6

C に示すように、翼体 2 の内壁面 2 e 側が三角形状 とされた三角柱形状 とさ

れている。 また、凸部 7 は、直管部 5 a の翼体 2 の内壁面 2 e 側の端部か ら

翼体 2 の外壁面 2 f 側の端部 まで連続 して設けられている。

[0030] このような構成 を有する本実施形態のター ビン翼 1 においても、凸部 7 に

乗 り上げた冷却空気 Y は、燃焼 ガスG の流れに影響 されることがない。 この

ため、冷却空気 Y の一部が燃焼 ガスG によって吹き飛ばされることな く、冷

却空気孔 5 か ら噴 き出される冷却空気 Y の多 くをフ イル ム冷却に寄与させる

ことができる。 さらに、冷却空気 Y が凸部 7 に乗 り上げることによって、流

れなが ら広がるため、 より広範囲に冷却空気 Y を噴 き出すことが可能 となる

このように本実施形態のタ一 ビン翼 においても、翼体 2 の外壁面 2 f の冷

却に寄与する冷却空気 Y を減少させることな く、広い範囲に冷却空気 Y を嘖

き出すことができ、 タ一 ビン翼の冷却効率 を高めることが可能 となる。

[0031 ] 以上、添付図面を参照 しなが ら本発明の好適な実施形態について説明 した



が、本発明は、上記実施形態に限定されない。上述した実施形態において示

した各構成部材の諸形状や組み合わせ等は一例であって、本発明の趣旨から

逸脱しない範囲において設計要求等に基づき種々変更可能である。

[0032] 例えば、上記実施形態の翼体 2 におけるフィル厶冷却部4 の配置位置及び

個数は一例であり、タ一ビン翼に要求される冷却性能に応じて適宜変更可能

である。

また、上記実施形態においては、タ一ビン翼が静翼である構成について説

明した。しかしながら、本発明はこれに限定されず、動翼に対してフイルム

冷却部を設置する構成を排除しない。

また、上記実施形態における凸部 6 ，7 の形状は一例であり、例えば、角

柱や半円柱形状等の他の形状に変更可能である。

また、上記実施形態における凸部 6 を直管部 5 a の内部に設置しても良い

産業上の利用可能性
[0033] ガスタービンエンジン等が備えるタービン翼において、中空の翼体の外壁

面の冷却に寄与する冷却空気を減少させることなく、広い範囲に冷却空気を

噴き出すことができ、タ一ビン翼の冷却効率を高めることが可能となる。

符号の説明
[0034] タービン翼

翼体

2 a 目ij

2 b 後縁

2 c 正圧面

d 負圧面

2 e 内壁面

f 外壁面

3 バンド部

4 ，4 A フイルム冷却部



冷却空気孔

直管部

拡径部

凸部

衝突面

燃焼 ガス （主流 ガス)

冷却空気



請求の範囲

中空 とされた翼体の内壁面か ら外壁面 に貫通する冷却空気孔 を備 え

るター ビン翼であ って、

前記冷却空気孔の内部 に配置 されると共 に前記冷却空気孔の内壁面

か ら突出 して設 け られる凸部 を備 えるター ビン翼。

前記凸部 は、前記翼体の前記外壁面 を流れる主流 ガスの流れ方向の

下流側 に位置する前記冷却空気孔の内壁面 に設 け られている請求項 1

に記載のター ビン翼。

前記冷却空気孔が前記翼体の内壁面側 に設 け られる直管部 と前記翼

体の外壁面側 に設 け られる拡径部 とを有 し、前記直管部 に前記凸部が

設 け られている請求項 1 または 2 に記載のター ビン翼。

前記冷却空気孔が前記翼体の内壁面側 に設 け られる直管部 と前記翼

体の外壁面側 に設 け られる拡径部 とを有 し、前記直管部 と前記拡径部

との接続部位 に前記凸部が設 け られている請求項 1 または 2 に記載の

ター ビン翼。

前記冷却空気孔が前記翼体の内壁面側 に設 け られる直管部 と前記翼

体の外壁面側 に設 け られる拡径部 とを有 し、前記直管部の前記翼体の

内壁面側の端部か ら前記翼体の外壁面側の端部 まで連続 して前記凸部

が設 け られている請求項 1 または 2 に記載のター ビン翼。
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